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○伊勢原市心身障害者医療費の助成に関する条例 

昭和４７年３月２５日条例第２０号 

（目的） 

第１条 この条例は、心身障害者に対して、医療費の一部を助成することにより、

心身障害者の保健向上と福祉の増進を図ることを目的とする。 

（平２０条例７・一部改正） 

（対象者） 

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」

という。）は、次に掲げる者で次項に掲げる要件のいずれかに該当するものと

する。 

(1) 本市が行う国民健康保険の被保険者 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５５条第

１項又は同条第２項の規定の適用を受ける被保険者であって、入院等をした

際本市に住所を有していた被保険者 

(3) 本市に住所を有する者であって、規則で定める医療保険各法（以下「医療

保険各法」という。）の規定による被保険者、加入者若しくは組合員又は被

扶養者 

２ 前項に規定する要件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定に

より身体障害者手帳の交付を受けた者であって、身体障害者福祉法施行規則

（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号（以下「別表」という。）に規

定する１級又は２級に該当するもの 

(2) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定する児童

相談所又は知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条に規定す

る知的障害者更生相談所（以下「更生相談所」という。）において知能指数

が３５以下と判定された者 
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(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者であ

って、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第

１５５号）第６条第３項に規定する障害等級が１級に該当するもの 

(4) 身体障害者手帳の交付を受けた者であって、別表に規定する３級に該当す

る身体障害者手帳を有し、児童相談所又は更生相談所において知能指数が５

０以下と判定されたもの 

３ 前２項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象とし

ない。 

(1) 前２項の規定に掲げる者になった年齢が６５歳以上である者。ただし、６

５歳に達する日前から次のいずれかに該当していた者で、６５歳に達した日

以後、その交付を受けた手帳の等級が前２項の規定に該当することとなった

ものを除く。 

ア 身体障害者手帳の交付を受けた者 

イ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

(2) 前年（１月から９月までの間に第５条第１項の規定による申請をした者に

あっては前々年）の所得（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４条第

２項第１号の規定による道府県民税（同法第１条第２項の規定により都につ

いて準用する場合の都民税を含む。以下この号において同じ。）についての

同法その他の道府県民税に関する法令の規定による非課税所得以外の所得を

いう。）が、特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１

３４号）第２６条の５において準用する同法第２０条に規定する特別障害者

手当における所得限度額を超える者 

(3) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている者 

(4) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４
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条第１項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）附則第４条第１項に規定する支援給付を含む。）を受けている者 

(5) 本市以外の市町村又は特別区が行う国民健康保険の被保険者であって、当

該市町村又は特別区から医療費の助成を受けることができるもの 

（平２０条例７・全改、平２０条例２０・平２４条例１５・平２６条例

１３・平２６条例２８・一部改正） 

（助成の範囲） 

第３条 市長は、対象者が療養に要する給付を受けた場合において、当該給付に

要した費用のうち、医療保険各法、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２

号）、高齢者の医療の確保に関する法律その他法令の規定によって、対象者が

負担すべき額を助成する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる額は、助成しない。 

(1) 厚生労働大臣が定める入院時食事療養費の算定に係る標準負担額に相当

する額 

(2) 各健康保険組合等が規定する付加給付に基づき給付される額 

(3) 前条第２項第３号の要件に該当する者の入院医療に係る額 

(4) 前３号に掲げるもののほか、他の法令に基づき給付される額 

（平６条例８・全改、平９条例５・平１２条例２７・平１４条例２０・

平２０条例７・平２６条例２８・一部改正） 

（助成の方法） 

第４条 医療費の助成は、病院、診療所、保険薬局その他の医療機関（市長が指

定するものに限る。以下「医療取扱機関」という。）に当該助成する額を支払

うことにより行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象者が医療取扱機関に医療費を支払ったときは、

当該対象者に対し助成すべき額を支払うことにより行う。 
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３ 前項の助成は、対象者が当該療養に要する給付を受けた日から１年以内のも

のに限り助成することができる。 

（平６条例８・一部改正、平９条例５・一部改正） 

（助成の申請及び医療証の交付等） 

第５条 医療費の助成を受けようとする者は、市長に申請をしなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請を受理したときは、その内容を審査し、心身障

害者医療証（以下「医療証」という。）を交付するものとする。 

３ 前項の規定により医療証の交付を受けた者は、医療取扱機関において療養に

要する給付を受ける際に当該医療取扱機関に医療証を提示しなければならない。 

（平９条例５・一部改正） 

（適用除外） 

第６条 医療の助成する金額が１００円未満の場合は、これを行わないものとす

る。 

（平９条例５・一部改正） 

（損害賠償との調整） 

第７条 療養に要する給付を受ける事由が第三者の行為によって生じた場合にお

いて、対象者が当該第三者から損害賠償を受けたときは、市長は、当該損害賠

償額の限度において、この条例による助成を行わず、又は既に助成した額を返

還させることができる。 

（平２８条例１１・追加） 

（譲渡又は担保の禁止） 

第８条 この条例により、助成を受ける権利は、これを譲渡し、又は担保に供し

てはならない。 

（平９条例５・一部改正、平２８条例１１・旧第７条繰下） 

（助成費の返還） 

第９条 不正な行為により、この条例により助成を受けた者があったときは、市
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長は、その者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができ

る。 

（平９条例５・平１１条例９・一部改正、平２８条例１１・旧第８条繰

下） 

（委任規定） 

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（平９条例５・一部改正、平２８条例１１・旧第９条繰下） 

附 則 

この条例は、昭和４７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５０年３月１７日条例第８号） 

この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年９月６日条例第８号） 

この条例は、平成６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月１０日条例第５号） 

１ この条例は、平成９年１０月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日前に行われた心身障害者に対する療養の給付に係る医療

費の助成は、なお従前の例による。 

附 則（平成１１年３月１０日条例第９号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１１月３０日条例第２７号） 

この条例は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１４年９月５日条例第２０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の伊勢原市心身障害者医療費の助成に関する条例の規定は、この条例
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の施行の日以後の医療保険各法及び老人保健法の規定による医療の給付に係る

助成について適用し、同日前の医療保険各法及び老人保健法の規定による医療

の給付に係る助成については、なお従前の例による。 

附 則（平成１７年２月２８日条例第５号）抄 

（施行期日等） 

１ この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年２月２９日条例第７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２０年３月３１日までに対象者が療養に要する給付を受けた場合におい

て、当該給付に要した費用のうち、健康保険法等の一部を改正する法律（平成

１８年法律第８３号）第７条の規定による改正前の老人保健法（昭和５７年法

律第８０号）第４６条の８第２項の規定により算定した高額医療費の額に相当

する額のうち、同法第２８条第１項及び第４６条の５の２第４項の規定により

算定した一部負担金に相当する額の助成については、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年６月１３日条例第２０号） 

この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の伊勢原市税条

例の規定、第２条の規定による改正後の伊勢原市心身障害者医療費の助成に関す

る条例の規定、第３条の規定による改正後の伊勢原市手数料条例の規定及び第４

条の規定による改正後の伊勢原市市営住宅の設置及び管理に関する条例の規定は、

平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２４年６月１１日条例第１５号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２６年８月２１日条例第１３号） 
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この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２６年１２月１７日条例第２８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条第３項に第

２号を加える改正規定は、平成２７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の伊勢原市心身障害者医療費の助成に関する条例第２条第３項第１号

の規定は、平成２７年４月１日以後に同号の規定に該当した者について適用し、

同日前に同号の規定に該当した者については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年３月２４日条例第１１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 


